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乳用牛振興事業補助金交付要綱 

 

制  定 令和７年５月２９日付畜第１３０号 

     

（趣旨） 

第１ 農家の高齢化、飼料価格等の高止まり等による生産コストの増加及び国内消費の減退による

先行き不安等から、県内酪農家の経営収支の悪化や生産意欲の低下が懸念されている。このよ

うな中で県内の生乳生産基盤を維持するためには、酪農家の生産意欲を喚起し、経営発展に繋

がる取組や地域の創意工夫を生かした取組を支援する必要がある。 

   このため、酪農経営の継続的発展並びに乳用牛の振興に必要な取組みに対して、予算の範囲

内において補助金を交付する。その交付については、補助金等交付規則（昭和３２年島根県規

則第３２号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（補助事業区分、補助率等） 

第２ 事業補助金の補助対象経費、事業実施主体及び補助率等は、乳用牛振興事業補助金交付要綱

（以下「交付要綱」という）別表に定めるところによる。 

 

（補助金の交付申請） 

第３ 事業実施主体が、規則第４条の規定により補助金の交付を受けようとするときには、交付申

請書（様式第１号）を知事に提出するものとする。 

２ 事業実施主体は、前項の申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税等仕入控除

税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６

３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金

額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合

計額に交付率を乗じて得た金額をいう。以下同じ）があり、かつ、その金額が明らかな場合に

は、これを減額して申請しなければならない。 

ただし、申請時において当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでないものについ

ては、この限りではない。 

 

（変更交付申請） 

第４ 事業実施主体が、規則第９条第１項に規定された、次の各号に掲げるいずれかの重要な変更

を行おうとするときには、変更承認申請書（様式第２号）を知事に提出し、承認を受けなけれ

ばならない。 

（１）補助事業の中止又は廃止 

（２）補助事業に係る補助金を増額する場合又は３０パーセントを超えて減額する場合 

（３）事業内容の主要な部分に関する変更 

（４）その他知事が必要と認める場合 

 

（概算払請求書） 

第５ 事業実施主体が概算払により補助金の交付を受けようとするときは、概算払請求書（様式第

３号）を知事に提出しなければならない。 
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（実績報告） 

第６ 事業実施主体は、規則第１０条の規定により事業が完了したときは、速やかに実績報告書（様

式第４号）を知事に提出するものとし、その提出期限は、補助事業が完了した日から起算して

３０日を経過した日又は補助金の交付決定を受けた日の属する年度の末日のいずれか早い日

とする。 

 

（書類の提出） 

第７  この要綱の規定により知事に提出する書類は、本要綱の規定によるほか、別記実施基

準の取り扱いにより提出するものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第８ 事業実施主体は、補助対象経費により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財

産等」という。）については、事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管

理し、補助金の目的に従って、その効果的運用を図らなければならない。 

 ２ 規則第１２条第１項第４号の規定に基づき知事が定める処分を制限する財産は、取得財

産等のうち取得価格５０万円以上の機械・設備等とする。 

 

（消費税等仕入控除税額の確定） 

第９ 知事は、第３第２項ただし書の規定による交付の申請がなされた場合において、補助金

の額の確定前に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税等仕入控除税額が

確定したときには、補助金の額を確定する際に当該仕入控除税額を減額して補助金の額を

確定するものとする。 

２ 事業実施主体は、補助金の額の確定後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係

る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、消費税等相当額報告書（様式第６号）によ

る報告書を知事に提出しなければならない。 

３ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全額又は一部の返

還を命ずるものとする。 

 

（帳簿等の保存） 

第 10 補助事業を実施するに当たっては、当該補助事業に係る収入及び支出を明らかにした

帳簿並びに証拠書類を備え、補助金交付の決定を受けた年度の翌年度から５年間保管しな

ければならない。 

 

（その他） 

第 11 この補助金を交付する事業を実施するに当たりその他必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 この要綱は、令和７年５月２９日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 
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別表（第２関係） 

 

事業区分 補助対象経費 事業実施主体 補助率等 

全日本ホルスタ

イン共進会対策 

全日本ホルスタイン共進会への

出品対策に必要な経費 

（１）出品牛及び候補牛の指導、

選抜等に要する経費 

（２）出品牛及び候補牛の衛生対

策に要する経費 

（３）大会の参加に要する経費 

（４）その他知事が必要と認める

取組に要する経費 

 

島根県農業協同

組合 

１／３以内 

なお、補助金の額に千

円未満の端数が生じた

場合には、これを切り

捨てるものとする。 

 

10430951
ハイライト表示
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様式第１号 

                                   番     号 

                                                              年  月  日 

 

 島 根 県 知 事  様 

                           住所 

                                                   事業実施主体の名称 

                           代表者の役職および氏名     

 

乳用牛振興事業補助金交付申請書 

 

 令和 年度において、下記のとおり事業を実施したいので、乳用牛振興事業補助金交付要綱第３

の規定により、補助金〇〇〇円の交付を申請します。 

 

記 

 

１ 経費の配分   別紙のとおり 

 

 

２ 事業の概要   別記実施基準「実施計画書」のとおり 
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（別紙） 

１ 経費の配分 

（１）経費の配分及び負担区分                                                （単位：円） 

 

事業区分 

 

 

 

 総事業費 

(a)+(b) 

 

負担区分 備 考 

補助金(a) その他(ｂ) 
 

 

 

    

合計     

 

 

２ 収支予算（又は精算） 

（１）収入の部                                                               （単位：円） 

 

事業区分 

 

本年度予算額

（又は本年度

精算額） 

前年度予算額

（又は本年度

予算額） 

比 較 増 減  

備   考 

 

増 

 

減 

 

 

 

 

     

合計      

 

（２）支出の部                                                              （単位：円） 

 

事業区分 

 

本年度予算額 

（又は本年度

精算額） 

前年度予算額 

（又は本年度

予算額） 

比 較 増 減  

備   考 

 

増 

 

減 

 

 

 

 

     

合計      

 

 

３ 事業完了予定年月日（又は完了年月日）     年   月   日 
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様式第２号 

 番     号 

                                                              年  月  日 

 

 島 根 県 知 事  様 

                           住所 

                                                    事業実施主体の名称 

                           代表者の役職および氏名     

 

乳用牛振興事業補助金変更承認申請書 

 

 令和〇年〇月〇日付け指令畜第〇〇号で補助金の交付決定のあった事業について、下記のとおり

変更したいので、乳用牛振興事業補助金交付要綱第４の規定に基づき申請します。 

 

記 

 

１ 変更の理由    

 

 

２ 経費の配分   別紙のとおり 

 

 

３ 事業の概要   別記実施基準「実施変更計画書」のとおり 

 

 

 

 

注１）記の記載様式は、様式第１号に準ずるものとする。 

  この場合において、補助金の交付決定により通知された事業の内容及び経費の配分と変更後の内容

及び経費の配分とを容易に比較対照できるように変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書で上段に

記載すること。ただし、当該変更の対象外となる事業については省略する。また、添付書類について

は、補助金交付申請書に添付したものから変更があったものに限り添付すること。 
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様式第３号 

                                   番     号 

                                                              年  月  日 

  

島 根 県 知 事  様 

                           住所 

                                                    事業実施主体の名称 

                           代表者の役職および氏名     

 

乳用牛振興事業補助金概算払請求書 

 

 令和〇年〇月〇日付け指令畜第〇〇号で補助金の交付決定のあったこの補助金について、下記に

より金〇〇〇円を概算払いによって交付されたく、乳用牛振興事業補助金交付要綱第５の規定に基

づき請求します。 

 

記 

 

 

 事業区分 

 

    

   交付決定額 

 

○月○月現在 

予定出来高 

        

     補助金 

 

事業完了 

予定 

年月日 

 備考 

 

 

 事業費 

 

補助金 

(A) 

事業費 

 

補助金 

 

既受領額 

(B) 

今回請求額 

(C) 

残額 

(A-B-C) 

 

 

 

     円 

 

 

 

     円 

 

 

 

    円 

 

 

 

 円 

 

( %) 

 

     円 

 

 ( %) 

 

     円 

 

( %) 

 

     円 

 

( %） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）交付決定額には、補助金の交付決定（変更があった場合は変更承認後）の額を記入すること。 

注２） (  ％)には、(A)を 100%とする割合を記入すること。 
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様式第４号 

                                   番     号 

                                                              年  月  日 

 

 島 根 県 知 事  様 

                           住所 

                                                    事業実施主体の名称 

                           代表者の役職および氏名 

 

乳用牛振興事業補助金実績報告書 

 

 令和〇年〇月〇日付け指令畜第〇〇号で補助金の交付決定のあった事業について、乳用牛振興事

業補助金交付要綱第６の規定により、その実績を報告します。 

 （なお、併せて精算額〇〇〇円の交付を請求します。） 

 

記 

 

１ 経費の配分   別紙のとおり 

 

 

２ 事業の概要   別記実施基準「実績報告書」のとおり 

  

 

 

注）記の記載様式は、様式第１号に準ずるものとする。 
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様式第５号 

                                   番     号 

                                                              年  月  日 

 

 島 根 県 知 事  様 

                           住所 

                                                    事業実施主体の名称 

                           代表者の役職および氏名     

 

   乳用牛振興事業補助金仕入れに係る消費税等相当額報告書 

 

 令和〇年〇月〇日付け指令畜第〇〇号で補助金の交付決定のあった事業について、乳用牛振興事

業補助金交付要綱第８第２項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金交付規則第 11 条に基づく確定額            金       円 

（令和〇年〇月〇日付け畜第〇〇〇号による額の確定通知額） 

 

２ 補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額     金       円 

  

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る     金       円 

    消費税相当額 

 

４ 補助金返還相当額（３－２）                  金       円 

 


